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協業経営の形成に関する理論的考察
瀬 岡 コti 彦
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〔置〕 協業化条件と協業利益
〔宵〕 協業費用の発生
〔V) 協業構成員数の最適値と協業費用
〔H〕 最適生産方法と協業費用
〔vn〕 協業費用克服の困難性
〔VI〕 結論
〔I〕目的および前提
近年、中小企業および農業の分野において、いわゆる「規模の経済」を実現
するために、従来の「個別経営」を集団化し「協業経営」を形成する動きがみ
られる。この論文の目的はこのような協業経営を形成する際Iζ生ずる問題点、を
分析することである。
以下の議論を単純化するために，次の諸前提を設定する。
( i ) 協業経営を形成すべき個人経営はそれぞれ同ーの市場条件のもとで
同一技術を体現する尚一規模の資本（土地を含む）をもって運営されている。
( i ) 個人経営主はすべて同一額の最大限出資可能な資金を所有する。ただ
し、この資金は個人経営に投下されている資本の市場価値に等しい。
(i ) 個人経営主はすべて同一量の最大限可能な労働量を保有する。ただし，
ζのうち個人経営における生産に投入される労働を超過する部分は一定の賃金
率で他の仕事（副業）に雇用されるア
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(jy) 協業経営は複数個の個人経営が従来の個別的事業を全面的に廃棄する
ととによって形成される？〉
(V) 協業経営における生産K必要な資本を購入するための資金は個人経営
主から平等に出資される。ただし、個人経営主が所有する資金のうち、出資金
を超過する部分は一定の利子率で外部へ貸出される？）
(yj) 協業経営における労働（協業労働）は協業化した個人経営主（協業構
成員）によって提供される。ただし、協業構成員が保有する労働量のうち、協
業労働を超過する部分は一定の賃金率で外部の仕事（副業） ！乙雇用されるブ）
(Vjj) 協業経営の収益は一旦プールされた後，なんらかの万法によって各協
業構成員に分配される。
CviD 個人経営主および協業構成員の目標は自己の全所得を最大にすること
であ 6~7)
以上の前提は主として附注の申で吟味されるであろう。
〔I〕個人経営における最適労働配分
ある個人経営で（市場価値タームで） kの資本が lの労働量によって稼動さ
れ、 πの収益を生んでいると想定しょう。そのとき、個人経営主の全所得は
( 2. 1 ) y ＝π＋ w ( lー l) 
＝（ π－wl )+w[ 
である。ただし、 lは最大限可能な労働量、またwは副業における賃金率であ
る。
いま、収益πが（所与の生産方法のもとで）投下労働量lに依存すると仮定
して，収益函数
( 2. 2 ）π＝π〔l〕
を設定しよう。ただし、投下労働量したがって資本の禄動時間の増加は産出量
を増加させるが、その際一般に労働生産性は逓減することおよび生産物価格が
下落すること｛または生産物ー単位当り販売費用が増加する乙と）を考慮して？）
2π／at＝πl > 0 かっθ町／θl＝πl < 0 と仮定する。
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そのとき， yを最大Kする l= l 'ti( 2.1 ）式より，
問題〔 A〕「制約条件Jさ Iのもとで， π－wIを最大にせよ。」
を解くことによコて得られる。ただし， π－wlは収益から機会費用としての
賃金費用を控除したものであり，「個人経営の利潤」である。
L、ま， arc1 or w 
( 2.3） πl = w la 
A A 第 A
の解をlとすれば， l<Tのとき l= lであり，
＊＊ 
πおよびyが決定される。
第 l図上半部の曲線abはれを示し，これと
賃金率線wとの交点は lを決定する。同じく下半
部の曲線 opはπ〔l〕を， またi直線 oqは w［ を
示している。 lk対応して，曲線 op および直線
。
q 
~ - ~ - ~ 
逆に iさ lのとき l三 lである。 Ik：対応して，
金 A
oq 上にそれぞれ点 sおよびもをとれば， l= l 
のときの個人経営の最大利潤i-w［＊は距離st o 
で示される。 第 1図
もっとも，このよう芯個人経営が持続されるためには，貸出利子率を rとし
て， yち rk+ w［または （2. 1 ）式を利用して
- z ー
( 2.4） π－ w[ -rk> o 
ば成立すること，すなわち，少なくとも「個人経営の純利潤」（収益から機会
費用としての賃金費用および利子費用を控除したもの）の最大値が正となるこ
とが必要である。さもなければ，個人経営の経営主は（協業化の可能性がない
かぎり）資本を売却して，賃労働者に転化せざるをえない？）
特に生産物価格に比較して，資本価格｛土地価格を含む iまたは賃金率が上昇
するとき， ( 2. 4 ）式の成立はそれだけ困難となるであろう（~0)
〔II〕協業化条件と協業利益
〔I〕節で規定された状態にある個人経営にとって，新生産万法が利用可能と
。 。
??? ?
なり，この新生産方法がK ( t.こだし， K>klの資本額を要すると想定しよう。
個人経営にとっての問題はこの新生産方法を採用するために，他の個人経営と
協業化を行なうべきかどうかということである。
いま，協業経営がN人の個人経営主がそれぞれkの資金を出資する ζ とによ
って，形成されたとしよう。当面，協業情成員全員が（糾必要な協業労働を平
等に分担し，かつ（bl）協業収益を平等に分配すると仮定する。
そのとき， πを協業収益、Lを協業労働とすれば，協業構成員一人当りの所得
｛協業からの所得十副業からの所得＋預金利子収入）は
( 3. 1 ) 一一－ － y ＝首十 w l l一言 J+rlk-k)
＝十τ－w Lー rK ）十WL十 rk一一
とえEる。ただし，構成員数Nが与えられたとき，矯成員一人当りの必要な出資
額は
( 3.2 ) k =K/N （ただし， kζk) 
によって決定される。
ところで，協業化が有利になるためには， ( 3. 1 ）式のyが個人経営の最大
所得よりも大になることが必要であるから， ( 2.1 ）式を利用すれば，この条
件は
( 3. 3 ）占〔廿 wL-rK）＞ π＊－w/-rk 
＊ ー
となる。（ 3. 3 ）式の左辺分子は「純協業利潤J ，すなわち協業収益から機
会費用としての賃金費用と利子費用を控除したものであり，また右辺は間様に
個人経営の純利潤を示している。それゆえ，協業化が有利である条件は「純協
業利潤率 Jすなわち協業情成員一人当りの純協業利潤が個人経営の（；最大）純
利潤を超過することである；11)
もっとも，乙のような協業経営が持続されるためには、純協業利潤は正でな
ければならないから，厳密な協業化条件は
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f l * ＊ー
( 3. 3 ) ま〔甘－ wL-rK〕＞max〔π －wt・_:rk. o〕である。
しかし，個人経営の持続条件（ 2. 4 ）式が成立するならば， ( 3. 3 ）’式は，
( 3. B l 式 lζー殺する~12)
さて，協業収益函数
( 3.4 ）甘＝甘〔 L〕
を設定し， ( 2. 2 ）式と同様の鎧白から， θπ／ θL＝＝甘L>oかっθ甘L/
θL＝＝甘LL<oと仮定しよう。そのとき，（ 3. 1 ）式を（所与のNおよびKの
もとで）；最大にする L= Li;t 
問題〔 B〕「制約条件NIさ Lのもとで TT-w Lを最大にせよ。」
を解く乙とによって得られる。いま，
( 3. 5 ）甘L=w 
〈〈ー＊八／＼ー＊ーの解を＇L とすれば， l~ <N lのとき L=Lであり，逆tどL主N Iのとき L=N/
＊骨
である。 Lに対応して甘が決定される。
第 2図上半部の曲線ABは甘Lを示し，それと賃金率線 Wとの交点は？むを決
定する。同じく下半部の曲線OPは甘〔 L〕を，また直線OQはwLそ示すが，
L I乙対応して曲線OPおよび直線OQ上にそれぞれ点SおよびTをとれば，距
離STはL＊＝ニ宝のときの最大の協業利潤
ず－ wL＊~示す。
さて，協業経営において最大限可能な純協業利
潤と単なるN個の個人経営の純利潤の和との差，
すなわち，
金 ＊＊
( B‘6 ) R = ( 甘干－ wL-rKl-N（π
各 ー
- w I -rk l 
を「協業利益」と定義しよう。（ 3. 3 ）式を考慮
すれば，協業化が有利になるためには少なくとも
w 
。
協業利益が正でなければならない。 。
ところで賃金率の Jwだけの増加は
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第 2図
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＊＊ 
( 3, 7 l d R = ( N l -L l dw ｛ただし dw>o l 
だけの協業利益の変化をもとなう。もしNがその最小値K/kをとれば，（ 3. 
7 ）式は
事 司ー ＊ 
( 3, 7 ）’ d R=K(//k-L/Kl 
ととEるが，協業経営において利用される生産万法の資本・労働比率は一般に個
人経営のそれより犬であると考えられるから， dR>oである。 N>K/kで
あれば，乙の傾向は更に強められるから，一般に賃金率の相対的上昇は協業化
条件の成立を容易にするということができる。
また，新生産万法およびi日生産万法を体現する資本（土地を含tJ>）の価格が
上昇し，それぞれKをdK だけまた kをdkだけ増加せしめたとしよう。単純
化のために，両生産万法の資本価格上昇率が等しいと仮定すれば， dK/K= 
dk/ k が成立するから，協業利益の変化は
(38ldR＝山〔 N~ － 1 〕 ｛ただし， dK> o) 
となる。したがって， Nさ K/kのとき， dRさ 0 （複合同I頂）である。すな
わち，資本価格の相対的上昇は一般に協業化条件の成立を容易にする傾向があ
(13) 
る。
もっとも，乙れらの効果は（ 2, 4 ）式がもはや成立しえなくなったとき消滅
する。すなわち，それ以上の賃金率および資本価格の上昇は逆に協業化条件の
成立を困難にする。
〔W〕 協業費用の発生
前節では，原則（ a1）および（bけのものとでの協業労働の最適配分が検討され
た。しかし，少なくとも協業化以前K，それぞれの個人経営において，個別利
益を追求していた権成員をもっ協業経営で．乙のような万式（ < a1bt l万式）が
採用され，かっ円滑に機能することはほとんど不可能である。事実，他の栂成
員がLて／Nの協業労働を忠実に実行しているとき，一権成員は－ di iだけ協業
労働を減少することによって，常に w ( 1一1/N ) di zだけ， 自己の所得を
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増加することができるのである。
乙のような困難性のために，形式上の（a1 b1）方式は実質的に（aa）協業労働
への労働配分は各構成員lζ一任した上で， lbi)協業収益を平等分配する万式へ
(14) 
退化せぎるをえなL、。そのとき，各構成員の所得Yiは
- ..ーー ー
( 4, 1 ) yν＝言十 w ( l l.）十r( k -k J 
である。ただし lk構成員 iの協業労働を示し， L=I I zである。そこで，
各構成員が自己の協業労働量ω変化によって他の構成員のそれが影響きれない
(15) n 
という前提のもとで行動するとすれば，現実の協業労働Lυは
問題〔 C〕「制約条件Nl主Lのもとで， 甘／N-wLを最大にせよ。」
( 16) 
を解くことによって得られる。いま，
( 4, 2 ）甘L=Nw
0 －ー
の解を L’とすれば， LI <N lのとき L=L＇，逆 IC::L’主NIのとき L=
N lである。 Loに対応して、尚z決定される。
第 2図上半部の曲線AI B F は甘L/Nを示し，これと賃金率線wとの交点が
L’を決定する。同じ｛下半部において，曲線OPおよび直線OQ上K L'IL 。
対応してそれぞれ点 S’および T’をとれば. L= L’のときの現実の協業利
潤は距離 S' T’となり，明らかに距離STよりも小となる。
いま， ( a1b1）万式のもとでの純協業利潤と（a2 bi）万式のもとでの純協業利潤
との差，すなわち，
* 0 ( 4,3 ) 0 = （甘－ wL-rK）ー （ π－wL-rKJ
を考えよう。 L＊＝企とおけば，（ 4, 3 ）式で規定されるCとL主の関係は第3
圏第 l象限の曲線 FF’のように原点に対して凸の曲線として描かれる。ただ
し，距離OF＇および OFはそれぞれ主およびπ〔企〕－ wL1c:等しい。同じ。
く第E象限l乙は， N とLとの関係が図形GG’O として描かれている。ただし，
曲線GG’の部分は（ 4, 2 ）式を示し、また直線OG〆の部分はL=NJを示
している。
点 G’では丁度Nl=L F が成立し，また直線 OG’の延長上にある点F＂で
-7一
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c 
H 
N L• 
N 
第3図
は丁度Nl = Lが成立している。同じく第W象限には，第亜象限の 45°線を利
用して， NとCとの関係を示す図形HH’＇H’O が描かれている。例えばNが距
臨OD1て’あるとき，それに応じてLoおよびCはそれぞれ距離OA1およひー A1F1
（またはB1H1Jで与えられるであろう。
ところで， Nが距離OD1から OD2Iζ増加すれば，それに応じて点 H1は曲線
HHρにそって点 H2Iζ移動し， Cは距雛B1H2 （またはAiFi ）から B2H2
｛またはA2F2）に増加する。しかるに. B1H1 /OB1 = A1F1 / A1G1 , また
B2H2 /OB2 = A2F2 / AzG2であるから．もし曲線GGが｛図示されたよう
に）ほぽ直線とみなすことができれば， B1H1/OB1<BaU2 /01わである。な
ぜならば，曲線FF Fの性質より， A1F1/ A1G1 < A2F2 / A.2G2だからである。
図から確かめられるように，この命遁は曲線GG’が原点I乙対して凹の曲線
-8一
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であれば，より容易に成立し，また逆にそれが頂点に対bてある程度凸であっ
( 17) 
ても十分成立する可能性がある。すなわち， 0/Nは一般にNの噌加函数であ
<18) 
る。
一般に，われわれは最適労働配分のもとでの純協業利潤と現実のそれとの差
を「協業費用」と定義する。そのとき，協業化条件（ l:, 3 ）式は協業利益が協
業費用より大なる条件に一致する。われわれは本節において，協業経営が，
(aab1）万式に従うという特殊的であるが典型的と思われる場合の協業費用を
考察したわけである。それゆえ，一般的に協業費用函数
( 4, 4 ) 0 =0〔N 〕
を設定したとき， Cは少なくともある一定値より大なるNにおいて正であり，
かっ0/NはNの増加函数と考えるととができるであろう。
協業費用が発生している協業経営では，一般に労働の限界収益力 πLが賃金
率wより大きい状態が出現している。それゆえ， 「労働力不足」が強く感じら
れているであろう。しかし，乙の現象を例えば協業績成員の最大限可能な労働
N Iをすべて投入しでも，なお甘L>wとなる場合の「労働力不足現象」と混
(20) 
同されてはならない。
〔V〕 協業構成員数の最適値と協業費用
いままでの議論では，協業構成員数Nしたがって出資金 kが外生的に決定さ
れると前提された。本節では，これらの変数を内生イじする。
さて，協業収益は協業労働量 LK依存するのみならず，協業情成員数NI乙
も依存すると考えるべきであろう。なぜならば，協業経営の市場はより多くの
個人経営が従来の市場を提供することによって，それだけより「広くなる」か
らである。すなわち，協業労働量したがって産出量が与えられたとき，協業情
成員数が大なるほど，生産物価格はそれだけ高く（または生産物一単位当り販
売費用はそれだけ低く）なり，協業収益はより高くなる。われわれはこの関係
を（ 3, 4 ｝式を修正して，
l 5, 1 ）甘＝ TI"〔L,N〕
-9-
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と書く乙とができる。ただし，一般に θlT／θN＝＝甘N>O，θπN／ θN==
lfNN < Q，かっ θ 甘N／δL=Tl"NL>Oと仮定する乙とができる。
当面，協業経営において最適労働配分炉実現していると仮定すれば，最適構
成員数Ni;t( 8, 1 ）式を利用して
問題〔 D 〕「制約条件Nk主Kのもとで，純協業利潤率〔ず－ wL*-rK)
/Nを最大にせよ。」を解くことによって得られる。いま，
l 5, 2 ) ~〔 π－ w L*-r K〕＝πも
，、 A ー 事 A A ー
を満足するNをN"＇とすれば， N>K/kのとき N=Nであり，逆I乙’N壬K/k
ーー（21)
のときN三 K/kである。
事＊
第4図上半部の曲線QAは（最適労働配分のもとでの協業利潤 τ－w Lを
示している。すなわち，傍成員数の増加は協業利潤を増加させるが，この効果
<22) 
はNの増加とともに一般に逓減する。曲線OAをrK だけ平行に・シット・ダウ
* * ンした曲線0’Bは純協業利潤 τ－wL-r Eζを示している。そのとき，原点
を通る直線が曲線0’Bと接する点Eが貧を決定する。もし、 N亡命であれば，
直線OEの勾配は純協業利潤率の最大値を与えるであろう。
もし， 協業収益が協業労働Lのみに依存し，織成員数Nに直接依存しない
ーー
ならば， Nが小であるほど望ましく問題〔 D 〕の解は常ILN三 K/kとなり，
出資額は最大限可能な出資額klζ一致して，「資金不足」が強く感じられるで
あろう。しかし－El.甘のNIL対する直接的依存関係が認められれば， N＊＝貧＞
K/kとなり，したがって，最適出資金額K/Nはkを下回る可能性が十分存
在するわけである。
さて，現実の協業経営では協業費用が発生しているから，純協業利潤は（ 4, 
4 ）式を利用して，
＊ 事
( 5, g ）宵〔 L.N〕－ wL-rK=lf〔L, N 〕－ wL噌－ rK-0〔N 〕
<24) 
となる。それゆえ，このような情況において純協業利潤率を最大にするN=N°
は
問題〔 E〕「制約条件N瓦さKのもとで， 〔T-w L *_ r K -0〕／Nを最
-10ー
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大にせよ。」
を解くことによって得られる。いま，
l * * ＂＇・ 1( 5, 4 ）古〔甘二 wL-rk〕＝川十 l云－ ON)
｛ただしCN＂＇θC／θNJを満足するNをN’とすれば， N’＞ K/kのとき，N0 
=N’であり，逆lζNF壬K/kのとき， N°=K/kである。
第4図下半部の曲線QRは（ 5, 4 ）式の左辺を示し，その極大点Pは食t乙対
応する。また曲繰MMは（ 5, 4 ）式右辺第 1項を示し，点Pを必らず通過する。
曲線M' M’は（ 5, 4 ）式右辺全体を示すものである。函数C〔N〕の性質より，
C/N<CNであるから，曲線M’M’は曲線MMより下万に存在する。それゆ
え，曲線M'M’と曲線QRとの交点P’は点Pよりも左下万に存在し，それに
。
A 
lT-wL 
O' 
Tr土wL*-rK
N M 
?????
? ?
。 N 
第 4図
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対応するN’はNよりも小となる。第4図上半部の曲線O’B’は曲線O’BをC
〔N〕だけシフト・ダウンしたものであり，原点を通る直線とこの曲線との接
点をEF とすれば， N°=NFのとき純協業利潤率は直線OEの勾配から直線O
E F の勾配にまで低下する。
もし， NF が十分小ととfり， N’＜K/kとなれば｛外部から借入れが可能で
ないかぎり j傍成員数はN’では芯く， N’＇＝ K/kとならざるをえない。この
場合， N”l乙対応する曲線0’B’上の点をE＂とすれば，純協業利潤率は直線 O
( 25) 
E＂の勾配にまでさらに低下する。協業化条件成立のこのような困難性の直接
的原因は「資金不足」であるが，その根本原因は協業経営自らがひきおこす協
(26) 
業費用の存在である。
〔羽〕 最適生産方法と協業費用
われわれはいままでの議論において，協業経営において採用可能t~生産万法
は（個人経営の生産万法を除いて）ただ一種類であり，これを採用するために
必要な資本額は所与であると前提した。本節では複数個の生産万法から最適生
産万法を選択する問遍を検討する。
議論を単純化するために， 2種類の生産方法IおよびEを考え，それぞねの
所要資本額をKenおよびKc2Jlただし， KoJ<Kc2Jlとする。また，それ
ぞれの生産万法に対する収益函数
{ 6, 1 ）甘 Cjl ＝甘（j）〔 N<jl,L<jl〕 （ただし， j= 1,2 ) 
を設定し， Nell=N<2JかつL<1l=L<2Jのとき，常に甘 (I）く π（2人甘(J)L< 
(27) 
甘（2) L かつ甘（！） N ＜甘（2) Nが成立すると仮定する。
さて，当面最適労働配分が実現されている協業経営を考察しよう。 ζのとき，
{ 6,2 ) 
および
＊ 
廿（ 1)[ L<ll•N ]- wL uJ＜甘（2）〔 L<2l・ N〕－ WL*(2) 
金＊ -・
( 6, 3 J LI ｛甘申<ll-wL <tl l/.JN<.J ｛甘＂＇＜ 2〕－ wL<2Jl/.JN
が成立する ζ とが容易に証明できる。それゆえ，各生産万法に関する傍成員数
と協業利潤との関係は第5図の曲線OA1およびOA2のように描かれる。各曲線
-12-
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をそれぞれl"Kc1》およびrKc2iだけ平行にシフト・ダウンした曲線011L および01
.B2は各生産方法に関する純協業利潤を示し，両曲線聞には交点Eが存在する。
いま
E 金 権 ． 
( 6, 4 ) 志j）〔lf"'Cjl- w LCjl - r Kψ 〕＝甘Cj)N （ただし， j= 1,2) 
を満足するNCjlを命Cjlとすれば，乙れは原点から曲線Qi'Biおよび01B2に
ひかれた接線の接点に対応して
／＼ 
決定され，もしNCjl> KCjl 
/ k ( j= 1, 2 Jであれば，乙
の接線の勾配のより大きい曲線
に対応する生産万法が選摂され
るであろう。乙のことは両曲線
l乙対する共通接線HiH2の縦軸
切片が正であれば生産方法iが
選摂され，逆tと｛図示されたよ 。
うに）それが負であれば｛また
Oi 
は共通接線が存在しなければ｝
生産方法Eが選摂されることを
意味する。
とζろで，第6図上半部で示
本＊
甘（j)-wL(j)
B1 
N 
-rK(j) 
第 5図
されるように，｛最適労働配分のもとでの）純協業利潤率曲線01’Lおよび01
B2I乙対する共通接線H1H2がたまたま原点を通過している場合を考えよう。そ
のとき， NCjl> KCjl/ kであるかぎり両生産万法は無差別である。
すなわち，第6図下半部における純協業利潤率曲線QiR1およびQaR2は同ー
の「高さ」をもち，距離S1U1 ＝＝距離S2U2・または
I ＊事 I * 
( 6, 5 ）会〔 π －（1J-wLc1J-rKctJ〕＝去〔 π・c2i-w L c2> 
よ苅 (1) 工苅 (2) 
- r Kc2i〕
? ????
-85-
である。
と乙ろで，現実の協業経
営では協業費用が発生して
いるから，曲線Q1R1およ
ひ’Q2R2はともにC〔N)/
N （婿成員一人当り協業費
用）だけシフト・ダウンし，
それぞれ曲線Q1’R11および
Q2’Rどとなる。そのとき，
両曲線の「高さ」はそれぞ
れ距離か’U1’および82’U2’
n(j)-wL(j) 
。
B2 
N 
rK(j) 
n-wL-rK 
N 
となる。
さて，曲線 Q2R2上に点
u;1：：：：対応して点れをとり，
また曲線QR 上lと点UiIζ 
対応して点T1をとり，さら
に－ 0〔N〕／N告示す曲線O
Z上に図示されたように点
Z1.Zi'.Z2’を設定しよう。
そのとき，距離S2’U2’＝距
?
?
?
N 
z; z1 
C〔N〕IN
z; 
z 
第6図
離V2U2’一距離U2’Z2’であり，また距離T1U1＝距離S1U1一距離U1Z1である。
しかるに．距離Vz u: ＜距離81U1，また距離UiZi＞距離U1Z E である
から，距離82’U2’く距離T1U1である。他万，明らかに距離S11U1’＞距離T1U1
であるから，距隊 S11U11 ＞距離島’U2~となる。すなわち，曲線Q1 ’ R1 ’の「高さ」
は曲線Q~’ R•＇のそれよりも大となり，
{ 6, 5 ) 1ナ〔甘＊uJ-WL~l)- rK(l)-O<ll〕
i苅＜ I)
>-1.rナ〔1T*c2l -w L~2J 一 r Kc2l-Oc2l〕
ム司（ 2) 
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が成立する。ただし， 0<jl三＝C〔N’＜.P〕（ j==l,2）である。またN, <j）は，
*. . * 0〔il( 6, 7 ）一．〔甘＜j>-wL<j>-r K<j＞〕＝π＜.PN十（と斗ー 0<jlN) 
N¥Jl N¥jl 
の解である。
( 6, 6 ）式は協業費用が存在する場合，たとえN代ji>K<jl/kが成立して
( 28) 
も，両生産万法はもはや無差別ではなく，生産万法Iが選好される乙とぞ意味
する。すなわち，第6図上半部において｛協業費用を考慮した）純協業利潤曲
線01'B1＇および 02’B2’t乙対する共通接線H1'H2＇の縦軸切片は正である。
一般に，協業経営は相対的I乙小規模で労働生産性の低い生産万法をもって形
成される傾向がある。しかし，その原因は「資金不足」よりもむしろ協業経営
自らがひきおこす協業費用の存在である。
〔VI〕 協業費用克服の困難性
前節まで，われわれは協業費用の存在がいかに協業経営の形成を阻害するか
を，みてきた。本節てはこのような協業費用を克服する万法を検討する。
〔園〕節でみたように，協業費用の発生原因は一構成員が協業労働を増加した
場合に得られる協業収益の増加分が全傍成員I乙平等に分配されることによって，
その構成員に帰属する所得増加分はそれだけ「うすめられる」 ζ とにあった。そ
れゆえ，協業費用を克服する鍵は協業収益の平等分配を廃止することでゐる。
いま，協業経営が（ a2）協業労働への労働配分は各矯成員l乙一任した上で，（b2)
協業収益の一部を協業労働に比例して分配1＿，，残りの部分を平等に分配する方
式を採用したと想定しよう。このとき，協業構成員の所得yzは
( .7,1 ) 
1T-ctL - -
yi ＝－ー 百一一十 α［i+w([-[i ）十 r(k-k)
となる。ただし， dは協業労働一単位当り報酬率である。それゆえ，現実の協
業労働は，
問題〔 F〕「制約条件 lNさLのもとで， ｛π－αLJ/N十（ ct-w)Lを
最大にせよ。」
? ????
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の解として得られる。明らかに問題〔 F〕の解はα＝ Wのとき，かっそのとき
にのみ問題〔 B 〕の解に一致する。すなわち，協業経営が協業労働に対して賃
金率に等しい率で報酬与を与えた後，残りの協業収益を平等分配する万式｛「最
通分配万式」）を採用する場合，最適労働配分が実現するようにみえる。
しかし，乙のような「最適分配万式」の採用は各僑成員の協業労働量が正縫
lζ測定できることを前提している乙とに注意すべきである。これにともなう技
術的困難を別としても，各構成員が平等な「権眼」をもっ協業経営では，労働
量の測定は結局のところ各婿成員の自発的ぽ報告によらねばならず，そこから
生ずる不正直な労働量報告は偶成員閥の相互統制による以外に1f効な抑制手段
を見出しえとEいであろう。
もし，各傍成員が自己の労働を u倍（ u > 1 ）だけ過大lζ報告する傾向をも
っとすれば，長適なαはwでなく w/uとなる。 uが大なるほど αは小となり，
特に uが無院大となれば， α＝oとえ王って， (a 2b2）万式は（ a2bt）万式へ退
化するであろう。
かくして，われわれは協業費用の根本原因は協業経営の基本的性格，すなわ
ち協業経営では「権限」と「労働」とが一致しているという事実にある ζ とを
知るのである。
乙の点で，協業費用を克服するために効果的と息われる他の万法はいわゆる
「請負耕作方式」である。この万式では（ aa）協業構成員のうち一部（専従者）
を除く他の傍成員｛非専従者）は協業労働を提供せず，かつ（加）専従者は非専
従者に対し，一定額の利益配分を行芯う。
いま，専従者グループに属する僑成員数をNi，非専従者ク”ループのそれをN2
==N-Ni としよう。専従者グループ内部では（a2 bi）万式と同じ方式が採用さ
れているとすれば，それに属する婿成員 iの所得は
甘－a:NJ -
( 7,2 ) yi＝ 瓦ー一一＋ w<l-/il+r(k一k) 
(31) 
で示される。ただし aは非専従者への利益配分である。それゆえ，現実の協業
労働は
-16-
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問題〔 G〕「制約条件Nif主L のもとで， π／N1-wLを最大にせよ。」
を解くことによって得られる。
第 7図上半部の曲線08は協業利潤甘－ wLを示し， Lすなわち（ 3, 5 ）式
＊＊ 
の解は（ L<Nlのとき）極大協業利潤STを与える。同じく下半部の曲線Q
Rは ＊ 
( 7,3 ) 甘L=N1w π－wL 
を示し， N1=N(N2 =OJに
対応するL’は｛回以｝万式を採
用する通常の協業経営の協菜
利樹S1T1を与える。
Nil= Lを示す直線OPと
曲線Q.Rとの交点をEとすれば，
図形OEQはN1のいろいろな値 I T2 I T 
に対応する Lと甘－ wLを決 。
定するが，特l乙E点I乙対応す N1 
るN1=NPは｛ a3biJ万式のもと
で、最大の協業利潤S2T2を与え
QI p 
る。明らかに距離S2T2＞距
離81T1であるが，一般にNP
> 1であるゆえに，なお距離
N1° 
s*T~距離 S2T2 だけの協業
費用が発生しているであろう。
かくして，「請負耕作万式」
は（構成員の専従者と非専従 。
者とへの分割にともなう問題
L’ Lo Nl 
L 
および利益配分 aを決定する
第 Ii図
場合の両ク’ループ聞の葛藤の問題を無視するとしても）なおそれが「権限」と
「労働」の完全な分離与を達成しえないゆえに，協業費用を克服することはでき
-17-
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ない。事実，「権限」と「労働」の一致は協業経営の本質的性格であり， ζの
性格を廃棄して協業費用を克服した協業経営は（ F1anz 句”凶.eimerの有名な
言葉を借りれば）もはや「協業経営」と呼ばれる ζ とはできとEい。
〔咽〕結論
以上の議論からえられる主な命題は次のように要約する乙とができる。
( I J個人経営の協業化が有利になる条件（ 1認業化条件）は協業情成員一人当
りの純協業利潤 l純協業利潤率）が正であり，かつ個人経営の純利潤を超過す
ることである。
｛｜｜）個人経営の純利潤が正であるとき，賃金率および土地を含む資本価格の
椙対的上昇はむしろ協業化を促進する作用をする。
( i ）協業経営における傍成員一人当りの所得｛協業収入＋副収入）は純協業
利潤率が最大のとき最大と芯る。それに対応して，最適協業労働量，最適倦成
員数および巌適生産方法を確定する乙とができる。
(jy）しかし，協業経営では各傍成員の労働成果が直接その繕成員に帰属しな
いために，協業労働量がその最適値より小となり「協業費用」が発生する。構
成員一人当りの協業費用は僑成員数の治加とともに逓増する傾向がある。
( v）協業費用が存在するために，
（イ）現実の待成員数はその最適値よりも小となり，それゆえ，権成員一人当
りの必要芯出資額はより大となる。
｛ロ）現実の生産方法は最適生産万法と比較して，より小規模なものとなる。
(Yi J協業費用は「最適分配万式」や「請負耕作方式」を採用する乙とによ
って，ある程度減少する ζとができる。しかし協業経営が「権限」と「労働」
の一致という本質的性格をもっゆえに，協業費用を克服することはできとEい。
協業経営において協業費用を克服する唯一の方法は各僑成員が全備成員のた
めに労働する意識を獲得する乙とである。しかし，「私有財産制度」の社会ま
たは「私有財産制度」のもとで醸成された意識を多分に受け継いでいる社会で
は，特殊foI例外を除きこのような協業経営は形成されそうもない。われわれが
-18-
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中国の人民公社の発展過程に注目するのはまさにこのためである。
附注 (1) 「個人経営」とは個人経営主とその家族によって所有された資本と彼等によって投入
される労働のみによって運営されている企業である。実際には協業経営を形成すべき，
「個別経蛍」は外部資本と雇用労働者を含んでいるかもしれないが，本文では議論の単
純化のために純粋な個人経営のみを取扱う。ただし，一般化は容易である。
(2) 最大限可能な労働量が存在するという仮定は労働供給曲線を想定する乙とから生ずる
不必要な複雑さを回避する。ただし，最大限可能な労働量の中には単に個人経営主の労
働のみならず，家族のそれが含まれていることに注意されたい。
また，最大限可能な労働量が本業と副業にふりわけられるという仮定は労働の完全分
割性の仮定を含んでいる。これについては，なお注（7）を見よ。
さらに，一定賃金率での外部における雇用機会が無限に存在するという仮定について
は注（9）を見よ。
。） いわゆる F全部協業」の仮定は議論の単純化のためのものであり． 「競業」さえ禁止
されておれば「部分協業Jの仮定でもきしっかえない。
(4) 協業経営の資本が出資金のみによって調達されるという仮定は「資金不足iが協業化
を阻止する根本的原因でないことを強調するためにおかれた。一般化については注ωを
見よ。
平等出資の仮定は前提（｜）および（ i ）のもとではほとんど当然である。ただし，出資
が任意的である場合については注倒を見よ。なお，出資のうち一部が現物出資（例えば
土地〉である場合には，出資額はその現物の市場価値によって評価される。
(5) 協業労働が構成員のみによって提供されるという仮定は r権限」と「労働」が一致す
る協業経営の特徴を強調するためにおかれた。ただし，協業経営において雇用労働が存
在する場合については注ωを見よ。
(6) 協業経営の収益または「協業収益」とは厳密には協業経営において生みだされた附加
価値である。もちろん，注ωおよびωに見るように，協業経営I＜：：外部資本や雇用が存在
する場合には協業収益から利子費用や賃金費用を控除したものが精成員に分配されるで
あろう。
(7) 所得極大仮説は個人経営の家族構成員が「家族」全体の所得を最大にするように行動
するという仮定を含んでいる。特K，後進国開発問題と関連して，労働の非分割性が著
しい場合，このような仮定の成立が困難になる乙とについては瀬岡〔5〕を見よ。しかし，
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本文では乙の事情は考慮されない。
(8）単純化のために，個人経営では自己の資金内で採用されうる「生産方札はただ一つ
であると仮定する。われわれは「生産方法」という言葉によって，特定の技術を体現し，
非分割的な資本＝生産手段ストックを意味するのであって，決っして無限の分割性（di-
visibility）と可鍛性（皿alleabili ty）とをもった（神秘的な） 「資本」を意味しない。
レかし，ストックとしての資本が所与である場合，労働用役の培加（したがって資本の
稼動時間の場加）が一般に労動の「限界生産力」を逓減させると仮定する乙とは許され
るであろう。
(9) 乙のような議論が成立するためには，なによりもまず，個人経蛍主およびその家族に
とって一定の賃金率で無恨の雇用機会があることが仮定されねばならない。さもなけれ
ば，たとえ「都市」で成立している賃金率に関しては（ 2.4）式が成立していなくても，
なお個人経営は維持されるであろう。 「分割地農民」のケース（ K. Marx ，「資本論」
第S巻47章〉はその典型的な場合と考えられる。高度に発達した資本主義経済でもケイ
ンズ的失業（非自発的失業）が支配的である場合には周織の現象がお乙りうる。しかし，
高度成長期の白本経済を考慮する場合，乙の事情は無視することができると思われる。
ω 土地に対する需要が農地需要としてのみあるならば，（所与の技術条件のもとで）実
質賃金率〔農業生産物ではかった賃金率， 以下同様〕上昇は土地の需要を減少させ，
土地の実質価格を下落させる。しかし土地需要が農地需要以外の需要（宅地および工業
用地としての需要）にも影響されるならば，実質賃金率の上昇は土地の実質価格の上昇
と同時に起りうる。綿谷〔9〕（ p 8 -13）は日本経済において農産物価格に比較して，
賃金率および土地価格が急騰したことを認めながら，土地価格を（都市近効地を除いて）
農業内部の事情にのみ依存する ζと考えている乙とは妥当でない。
ω いま，資本Kが自己資金kNと借入金Dとによって調達されたとする。借入利子率を
Eとすれば，
TT-ru - 1, 
( 3.1 ) y ＝ー王子十 w(l －~）
であるが， K=kN+Dを利用すれば（ 3, 1 ）’式は（ 3, 1 ）式に一致し．したがって
協業化条件は依然として（ 3, 3 ）または（ 3, 3 ）’式である。
さて， kN/Kを自己資金比率と呼ぴOで示そう。そのとき， ( 3,3 ）式は
-wLπ－wl * 
( 3,3〕If 一一一一一一＞o一一一一一一一＋ cl-{J)r
K k 
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と同値である。（ s.s ）’F 式右辺は個人経営における対資本利潤率と利子率との加重平
均〈ただし，ウエイトはそれぞれθとI-B）である。すなわち，協業化条件は協業経
営に投下された資本の利潤率が乙のように規定された「資本コスト iより大になるとと
であると言う ζとができる。
ω もっとも注（9）で並べた「分割地農民Jのケースでは1:!..wl乞rk<0でも個人経営
は維持されるから，たとえ， 甘－wL-rK<Oでも，（s. s）式が成立すれば，なお協
業経営が成立する可館性がある。綿谷〔9Jが農業における「共同経営」を「小農範爵の
拡大版」であると規定するとき，乙のような乙とを念頭においていると恩われる。しか
し現在的には乙のような乙とは起りそうもない。事実，綿谷氏自身「現段階の農民は…
外形乙そ小農であるが，内面では労賃．地fも利子の評価が作用している。その意味で
は，個別経営じたいでもう小農範爵が実質的に寄在せず，小農的自己搾取の主体性がな
くなったとさえ極言できる。」 ( p. 88）と述べている。
ω もっとも上述の議論は〔わ節でみるように宵がNIL直接的に依存する関係を考慮に入
れていないゆえに不正確である。しかし，乙の乙とは本文の命題を本質的に修正しない。
と乙ろで，いま個人経営が！日生産方法から新生産方法へ借入金と外部から雇用を用い
て拡大する場合を考えよう。単純化のために，借入和j子率および雇用賃金率はそれぞれ
rおよびWfl:等しいとすれば，拡大が有利になる条件は
ー ＊ーー 事 ー町＊
〔τ－r<K-k)-w<L-tl〕ー〔π＋w<t-l>J>O
すなわち，
• • * * ー
【｛甘’－ 11:・)-w(L-l )J /< K-k >>r 
である。乙のとき，賃金率および資本価格の相対的上昇は明らかに規模拡大条件の成立
を困難にする。綿谷（9J（特ICP.26）では個人経営の協業化条件と規模拡大条件の乙
の明確な差異が無視されている。
(14) ( a2b1 J方式のもとでも，協業経営は構成員K対し全体としての最適労働量や各人必要
な労働量を提示するζとができる。また，各構成員の労働量を測定記録する係をおく乙
ともできる。しかし，強制力をもたない「計画」や「専業者」の設定がそれにともなう
追加的コストをも考慮していかほど有効であるか疑わしい。
舗との前提はV釦 ek〔7〕（ p . 288 -241)にしたがうものである。ただし，Vanekでは
各人が「所得」と r努力J (effort ）の函数としての効用を極大にすると仮定されてい
る。
「理論的J Kは（回bl）方式のもとでも，もし各構成員が自己の協業労働量の変化に
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反応して，それと同一方向に同一量だけ他の構成員が協業労働量を変化させると前提し
て行動するならぽ（ aib1）方式と同じ結果が生まれる。しかし，そのような仮定は一般
性をもちえないであろう。
容易に推察されるように，乙の問題は寡占理論と著しい類似性をもっ。乙の観点から
すれば，われわれはクールノ型の行動を前提している乙とになるのであろう。しかし，
通常の寡占理論では各「企業」の販売（または購買）活動の価格面における協調または
競争関係が問題になっているのに対し，われわれは各協業構成員の生産活動におけるそ
れを問題にしているのである。比較的容易に観察可能な価格面における販売活動ではた
とえ協調関係が支配的であっても，いわゆる「非価格的側面Jにおいて競争関係が支配
的である現実をみれば，生産活動において協調関係が成立する乙とがいかに困難である
かが推測される。
なお， VanekC7〕では「労働者管理」（ labor 醐 iag咽 ent）の企業では常に協調関
係が支配的であり， 「最適労働量」が投入されると仮定されている。乙れについては注
例を見よ。
(1$ 構成員iにとっての問題は
問題〔C〕「制約条件I主JZのもとで， 〔1'+I l j〕／N-wfを最大にせよ。J
jキi
である。しかし， l J ( jキi）が不変とみなされるときは，問題〔C’〕は
問題〔C’う「制約条件I会laのもとで，〔／ +.s l j〕／N-wcl i +I 
jキi jキi
l J〕を最大にせよuと同値になる。問題〔Cりはその解がiのいかんにかかわらず等
しし ti =L/Nとなることを意味しているから，制約条件はNI主Lとかきかえる
乙とができ，問題re〕が得られる。
後述する問題〔F〕および問題〔G〕に関しでも同様である。
4カ L0=L’のとき
LI L0 w 
LI N -TI'l:r, 
である乙とを利用すれば．
LI C w2 
一一一 三 C N = 一CN-1）一一一一＞oLI Nπfa 
である。さらに
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.d N 
2 0 
甘 LLL'
三 CNN ＝三；：－（＼ 〔－ l+CN一一一一百一 ) 
1 ~LL W 官主ι
-94ー
である。ただし甘O Eθ甘 ／θLo もし 官 主Oであれば明らかにC則言語OでLLL 1 LL ’ LLL 
あるが．たとえ． 甘い＜oであっても絶対値が十分小であればC脚＞oとなることが
できる。
(18) 曲線H’H勺ま
C＝π〔Nl〕－wNl－π〔L’〕＋wL’
で示される。それゆえ，
ー『”’2
CN =/ （πて－ wJ一三一＜ N-1>
- 11-LL_ A 
すなわち．曲線H’H＂勾配は， Nt<Lの範囲では甘＊L>wであるから，注仰でみた曲
線OHの勾配よりも大であり， Nl=Lとなる点E’Fではペ＝wであるから．曲線O
Hの勾配と等しくなる。乙の乙とは曲線H’H＂上の点と原点を結ぶ直線の勾配が Nとと
もに単調に第加しなければならとfいことを意味する。それゆえ. C/NがNのt菌加函数
であるという本文の命題は曲線H’H＂の部分にも妥当する。
(1* 吉田〔 10〕（ p. 24）が示している農林省農業調査によると 40～ 41年度において解散
した「部門協業J 452件のうち 111件が「個別経営，兼業などとの労力競合」を解散理
由としてあげていることは興味深い。
ω 協業経営tζ独特な労働力不足現象は，外部からの雇用の可能性が認められれば，ある
程度まで解消する。しかし， ζの場合にはわれわれは協業労働Lを構成員のみによって
行なわれうる「管理労働」 Ltとその他の「作業労働_JL2Iと分割し．収益函数を
( 3,4 ） τ＝ 1f〔Lt, L2 〕
に修正する必要があるだろう。乙のとき，本文における仮定とは逆に雇用供給が一定の
賃金率wにおいて完全に弾力的であると仮定すれば， L• を θ甘／θL2=w を満足する
最適値L2K等しくさせることができるn しかし， ( a2 b1 ）方式のもとでは， θτ ／
θL1 =wを満足する最適値L1<NJであっても達成することができない。
このような「管理労働」の不足現象はほぼ平等な権限の保有者が多数存在するために，
意思決定の「統一性」 「敏速性」が失なわれるという（協業経営にしばしば見られるが
本質的でない〉非効率現象と同時に起りうるが，両者を混同しではならない。
ω 問題〔D〕はより一般的には
「制約条件Nl主LおよびNkさKのもとでv= （甘－wL-rKJ/Nを最大にせよ。j
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となる。いま制約条件を無視するならば， vを極大にするNとLは連立方程式
L 
s 
R 
L 
。 N 
N T 
附図（1)
lT t=w 
甘 N=v
の解CN. L Jとして与えられるであろう。他方， vのいろいろな値に対するNとLと
の関係は附図（1）に示されたように，点PC N. L Jを中心とした構円形様の等高線とし
て描かれる。ただし，点Pを通る曲線QRは甘t=wを満足するNとLとの関係を示し，
特fl:曲線QRと等高線との交点における等高線に対する接線の勾配は無限大となる。
さて，直線OSはNl =Lを示し，また直線TUはNk=Kを示している。両直線に
は交点Fが存在すとらそのとき，制約条件が満足する範囲は図の斜線部分〔境界線を含(J>)
で示されるが，乙の部分tζ点Pが含まれないならばcN. L Jは問題の解となりえない
そのような場合，最適解は斜線部分の境界線上の一点（図ではE点）によって与られる
であろう。
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~ LI cη＊－ wL*)/LIN=CTTL*-w) c LILう／LIN)+ r't 
＊ p、 ＊ ＊ 一ー ＊ ＊ 一ー
であるが， L='L'のとき DL=w，またL=Nlのとき， TIL>wかっdL/LIN=z 
である。ゆえに LICIT~ wL *)/LI N>Oである。
さらtζ，
キ＊＊＊
LlnN/LIN=n NN＋πN ( LIL/ LIN) 
* A であることを利用すれば， L = Lのとき
＊＊ 
L12cn-wL>/LIN2 =cl/TT*) c n剛 TTLL一（日＊NL ) 2〕LL ~ 
＊ ー
また， L=NJのとき
キ ＊ ＊ー 一 一ー ＊ ＊ 
Ll2 cIT-wL">/LIN2 =ITLLZ2十2[ IT LN＋π向
ゆえに，いずれの場合においても，
n九HHι ＞〔汀眠） 2 
＊＊ 
が成立すれば， L12en -wL> /LIN2 <oとなる。
。事 もっとも，場合によってはNが減少するとき，なおNk>KであるのにNl=Lとな
るかもしれない。このときは「労働不足」が強く感じられるであろう。しかしK/L>
k/Zであればそのような乙とが超りえないことが容易に証明できる。
~ 厳密に言えば，函数C〔N〕は甘がLのみ函数である場合において導出されたもので
あるから， lTがNとLの函数である本節では改めて（ 5,3 ）式左辺がCazb1）方式の
もとでいかなる値をとるかを検討しなければならない。しかし，ここでは議論の単純化
のために，それが〔 5,3 ）式右辺に等しいと仮定される。同じ便法は次節においてもと
られる。
自9N’＜K/kである情況のもとでは，現実の構成員数N”はできるだけ小である乙と，
すなわち出資金kができるだけ大である乙とが望ましい。このことは農業における協業
経営の大部分が上層および中層の農家で形成されている事実（綿谷〔9〕p.19〕を説明
する。
倒 個人経営閣の結託が「市場支配力」を増し，いわゆる正のシナジー効果をもっ場合I<:
は，従来の生産方法のもとでも， 「協業利益Jは正となる。しかも，乙の場合，生産は
個人経営内で行なわれ，販売とそれに附随した作業のみが協業化されるから（各織成員
がその出荷量に比例した収益をうけとるかぎり）「協業費用Jは無視しうるほど小とな
る（注伺参照）。
同様K協業化によって新生産方法が採用されている場合でも，実際には「協業利益」
の大部分が販売条件の有利化によって説明され，協業化条件が成立しているケースがし
-25-
-97一
ばしば見られる。 「協同組合の機能は流通過程K限定される。」という近藤〔4〕CP. 39) 
の主張は「産業資本Jを「商業資本J と言いくるめる「機械的接合の強引性」〈石見；：3〕
l:'. 17）のそしりを免れないけれども，主張それ自体はなお評価できるものである。
紡 こ乙で検討されるのは生産方法Eが生産方法IK比してより大なる資本額を必要とす
ると同時により高い労働生産性をもたらす場合の技術選沢問題である。
ところで，選侭可能な生産方法が個人経営の生産方法，生産方法IおよびEの8種だ
けであるとしても，われわれは，各生産方法を複数値用いたり， 2種または8種の生産
万法を組合わせる等の「複合された」生産方法をも考慮し伝ければならなし、。しかしこ
乙では議論の単純化のため個人経営の生産方法および「複合された」生産方法は生産方
法iおよびEと比較して劣等であると仮定する。
ゆ第百図上半部第L象限の直線ODはCrK)=(rk）・ Nを示すものであり，点D1
およひ＇D2の横座標はそれぞれ， K(IlおよびK(2）を調達するために最小限必要な構成員
数K(ll/kおよびK(2)/kを示している。図示された場合にはN(j)>Kc j )/k C j 
= 1,2 ）である。
。9 この原理は出資金が各構成員にとって任意である場合に応用する乙とができる。いま
lT＝甘〔K〕
を満足する連続的な生産方法閣の選沢を考えよう。ただし， θn／θK=nk>Oかっ
θ廿k／θK三甘kk<Oと仮定する。そのとき， Hk=rを満足するKを企とすれば，
＊〆へ－ ~ 一一
最適生産方法KはKぐNKのとき』i，逆Kn主NKのとき. Nkでめ石。
きて，出資金一単位に対しFの報酬が与えられるとすれば，構成員iの所得は
Y' ＝う庄＋βki+ w ( l -z' ) + r ( k -k' ) 
＊ 
であるから，問題〔 F〕と同様にして， (i= rのとき最適生産方法Kが達成されるであろ
う。しかし，資本への「最適分配方式」には次のパラグラフで述べられるような困難性
が存在しないζとに注意すべきである。
。 ここで「権限J とはT世田enbaum 〔6〕によって規定された「影響力」（ control ) 
の概念にほぼ等しL、。すなわち，通常の企業において各構成員の企業行動に対する「影
響力Jを縦軸にとり，横軸K構成員を「影響力Jの大きい者の順K並べると右下りの曲
線（ control 叩 rve）が得られるであろう。しかし，協業経営ではそれはほぼ横軸に平
行な直線になるであろう。
ω 本文ではaはある一定額との仮定されたけれども，例えば，それを専従者グループの
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平均所得と非専従者グループの平均所得を等しくさせるように定めることもできる。そ
のとき，
T w L 
a＝一五一一
である。乙の場合aはfの変化とともに変化するが以下の議論は本質的に修正されな
いことを容易に示すことができる。
~ 吉田〔 10〕は現実の農業における協業経営の経済効率が個別農家および純粋に技術的
な観点から計測された「理想値」 lζ比較していかに劣るかを詳細な実証データで示して
いる。ただし，吉田氏にあってはそれは時間的な「利潤率のUダウン現象」として把え
られ「明日の近代的自立農」への移行過程として規定されている。しかし，協業経営が
そのような転型をとげる必然性に関する議論をおくとしても，そもそも，そのためには
農業において協業化が進行する支配的傾向がなければならない。われわれは農家が協業
化Kよる協業費用の発生を認識するにつれて，協業化そのものが今後次第に衰退傾向を
示すことを主張するのである。
ω 「新利根（ー協同農場，茨木県東村）は多分tζ武者小路の影響をうけた自然主義的ヒ
ユーマニズム，北斗（ー共同農場，北海道幌延町）前森山（ー共同農場，岩手県松尾町）
はソ連・中共帰りのコムニズム，禁明（ー農場，北海道倶知安町）はむしろ実利的平等
主義，奈良の心境問人は宗教的平等主義といったようならがいがあるE （吉田〔 10〕P.
33 ただしカッコ内は引用者）。「実利的平等主義Jと呼ばれる繁明農場は設立当初の不
平等分配から「生産能率をあげ，成員の協調上プラスである」 CP.35）という理由で
平等分配へ移行したのであって，やはり例外的ケースとみなすべきであろう。
例 Ward〔8〕， Do皿 M 〔2〕， V岨 ek〔7〕等によってなされた分析はすべてわれわれが
規定した「協業費用」を無規した上で，生産物価格，生産要素価格等の変化に対する
「労働者管理」企業の行動を「資本制」企業のそれと比較し，前者の問題点を指摘した
ものであった。乙のような分析が次第に両タイプの企業行動の差異を insi伊ificantな
ものにし，遂には「労働者管理」企業または「労働者管理J経済の優越性を主張せしめ
るに至った CVanek）乙とはほとんど当然であろう。
V皿ekは「労働者管理（ labor 皿 anagement）のおそらくもっとも重要な機能は単
一の集団意思 Ca single collective mind ）の条件を作り出すことであるのは明白
であろう。J ( c 7〕p.244）と述べている。しかしこの命題の真実性はAdizesC 1〕tとみ
られるように，きわめて疑わしい。
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そのとき，われわれは「労働者管理」が「単一の集団意思」を作るのではなくて，む
しろ「単一の集団意思Jが「労働者管理」の成功を作り出すと言うべきであろう。それ
ゆえ，中心的問題はこの「単一の集団意思」がいかにして作り出されるかという乙とで
ある。
「資本主義的搾取への組織的斗争が（プロレタリアートの）協同組合的徳性を，すな
わち同志の全体に対する信頼，全体への犠牲，全体への自発的な服従を養成した。」
（「農業問題」岩波版上巻p.228〕というK加 tskyの言葉は乙の問題の解決に有効な示
唆を与えるものである。
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